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令和６事務年度においては、ＡＩも活用しながら、あらゆる機会を通じて収集した資料情

報等や申告書の分析・検討を行うことにより、調査必要度の高い法人を的確に抽出し、実地

調査を実施しました。

その結果、追徴税額（法人税・消費税）の総額は４３５億円となり、直近１０年で３番目

となりました。

なお、不正所得金額の総額は４８８億円となり、直近１０年で最高値となりました。

Ⅰ 調査事績の概要（１ 法人税等の調査事績の概要）

○ 追徴税額（法人税・消費税）の推移
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実地調査の件数は１０，１８１件（対前年比▲１５．９％）であり、申告漏れ所得金額

の総額は１，１００億３３百万円（同▲３．１％）です。

実地調査による追徴税額の総額は４３５億３４百万円（同▲２．７％）、調査１件当たりの

追徴税額は４，３４３千円（同+１６．０％）です。

なお、調査１件当たりの追徴税額は直近１０年で２番目の高水準となりました。

Ⅰ 調査事績の概要（２ 法人税・消費税（実地調査））

２

○ 実地調査の状況
事務年度等

項目・単位
令和５ 令和６
件数等 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 1 2 , 1 0 5 1 0 , 1 8 1 8 4 . 1 ％

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百 万 円 1 1 3 , 5 0 1 1 1 0 , 0 3 3 9 6 . 9 ％

うち不正所得金額 百 万 円 4 4 , 0 5 7 4 8 , 8 3 1 1 1 0 . 8 %

追 徴 税 額
（法人税・消費税） 百 万 円 4 4 , 7 4 1 4 3 , 5 3 4 9 7 . 3 ％

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 千 円 3 , 7 4 3 4 , 3 4 3 1 1 6 . 0 ％

（注）１ 令和６年７月から令和７年６月までの間に処理を終了した実地調査に係るものを集計しています。
２ 追徴税額には加算税、地方法人税及び地方消費税（譲渡割額）を含みます。



○ 実地調査の状況

Ⅰ 調査事績の概要（３ 源泉所得税（実地調査））

実地調査の件数は１１，７２４件（対前年比▲１４．６％）であり、源泉所得税等の非

違があった件数は３，６５１件（同▲ ６．０％）です。

実地調査による追徴税額の総額は５２億２１百万円（同＋２０．５％） 、調査１件当た

りの追徴税額は４５万円（同＋４０．６％）です。

なお、追徴税額の総額は直近１０年で２番目の高水準、調査１件当たりの追徴税額は直

近１０年で最高値となりました。

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 1 3 , 7 2 7 1 1 , 7 2 4 8 5 . 4 %

非 違 が あ っ た 件 数 件 3 , 8 8 4 3 , 6 5 1 9 4 . 0 %

追 徴 税 額 百 万 円 4 , 3 3 1 5 , 2 2 1 1 2 0 . 5 %

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 万 円 3 2 4 5 1 4 0 . 6 %

（注）１ 令和６年７月から令和７年６月までの間に処理を終了した調査に係るものを集計しています。
２ 追徴税額には、加算税及び復興特別所得税を含みます。 ３



～ＡＩ・データ分析のリスク抽出・不正パターンの判定を有効活用した事例～
【追徴税額（法人税・消費税）：約３億７千万円】

Ⅱ 主要な取組（１ ＡＩ・データ分析を活用した事例（税務署所管法人））

国税局においては、ＡＩを活用した予測モデルにより調査必要度の高い法人を抽出し、

予測モデルが判定した不正パターンに加え、申告書や国税組織が保有する様々な資料情報

等を併せて分析・検討した後、調査官が調査実施の要否を最終的に判断しています。

調査官の知見にＡＩの分析結果を組み合わせることにより、効率的で精度の高い調査を

実施しています。

実地調査

効率的で精度の高い調査

外注費を重点的に検討した結果、
取引実態のない外注費を把握！

抽出・判定結果

原価

ＡＩと調査官が想定した
不正パターンが的中！

Ｉ社

調査官による分析

原価を中心に決算書を分析！

不審な原価（外注費）が
年々増加！

ＡＩの判定結果に加え、
申告書や資料情報等を分析

ＡＩ・データ分析

調査必要度の高い法人を抽出し、
想定される不正パターンを判定

抽出・判定結果 検索

法人名 リスク 不正パターン

Ｙ社

Ｕ社

Ｄ社

Ｉ社

中

低

低

高

売上

経費

－

原価

※ 抽出・判定結果はイメージです。

＋

４

（外注費）



Ⅱ 主要な取組（１ ＡＩ・データ分析を活用した事例（その他の事例））

№
モデルが想定した

不正パターン
調査により把握した不正の手口

追徴税額
（法人税・消費税）

事例１ 売上
売上代金を代表者及び代表者親族名義の預金口座で
取り立てることにより、売上げを除外

約６２百万円

事例２ 売上
売上げに係る帳簿を２種類作成することにより、売
上げの一部を除外

約６０百万円

事例３ 原価
虚偽の請求書を作成させることにより、取引実態のない
外注費を計上

約１億５０百万円

事例４ 原価
事業実態のない法人へ外注費を支払ったように記帳
することにより、取引実態のない外注費を計上

約９０百万円

事例５ 経費
雇 用 の 事 実 が な い に も か か わ ら ず 、 給 与 の 支 払 が
あったとして記帳することにより、勤務実態のない
人件費を計上

約１億円

５



国税局においては、消費税還付申告法人、海外取引法人等及び無申告法人への
対応を重点課題として位置付け、厳正な調査を実施しています。

・消費税還付申告法人～消費税制度を悪用した不正還付申告～

・海外取引法人等～海外取引や各国の税制の違いを利用した租税回避等～

・無申告法人～申告義務を果たさず、税負担を意図的に回避～

総額３９億４０百万円の消費税を追徴

うち不正計算に係る追徴税額は７億１５百万円

海外取引に係る申告漏れ所得１８５億２百万円を把握

海外取引等に係る源泉徴収漏れ６億３４百万円を追徴

総額２０億４３百万円の法人税・消費税を追徴

うち不正計算に係る追徴税額は４億８９百万円

Ⅱ 主要な取組（２ 重点課題）

６



Ⅱ 主要な取組（２ 重点課題 事例）

№ 非 違 内 容 追徴税額（消費税）

１
架空の免税売上げ及び架空の国内課税仕入れを計上することにより、不
正に消費税還付申告書を提出

約３６百万円

２
輸出物品販売場において、免税販売の対象外となる事業用として多量に
購入されているにもかかわらず、確認することなく免税売上げを計上

約４０百万円

○ 消費税還付申告法人

○ 無申告法人

№ 非 違 内 容
海外取引等に係る
申告漏れ所得金額

又は追徴税額

１
海外子会社を支援するため、海外子会社が廃棄すべき不良品を国内で資
材として再利用する名目で、仕入れとして仮装計上（法人税・消費税）

約１９２百万円
（申告漏れ所得金額）

２
非居住者である役員が、内国法人の役員として国外で勤務したことに対
して支払う給与に係る源泉徴収漏れ（源泉所得税）

約６０百万円
（追徴税額）

○ 海外取引法人等

№ 非 違 内 容 追徴税額
（法人税・消費税）

１
実質経営者が取引に係る証ひょう類を故意に破棄することにより、意図
的に無申告

約１７百万円

２
代表者がパソコンで収入金額や原価などを計算し、毎期利益が発生して
いたことを認識しながら、意図的に無申告

約１４百万円
７



別表１：法人税の実地調査の状況

Ⅲ 参考計表（１ 法人税・法人消費税等の調査事績）

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 １ 1 2 , 1 0 5 9 5 . 6 ％ 1 0 , 1 8 1 8 4 . 1 ％

非 違 が あ っ た 件 数 件 ２ 8 , 9 7 6 9 7 . 6 ％ 7 , 7 2 9 8 6 . 1 ％

うち不正計算があった件数 件 ３ 2 , 4 2 8 9 9 . 3 ％ 2 , 3 1 0 9 5 . 1 ％

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百 万 円 ４ 1 1 3 , 5 0 1 1 1 1 . 0 ％ 1 1 0 , 0 3 3 9 6 . 9 ％

う ち 不 正 所 得 金 額 百 万 円 ５ 4 4 , 0 5 7 1 0 2 . 3 ％ 4 8 , 8 3 1 1 1 0 . 8 ％

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百 万 円 ６ 2 9 , 0 0 0 1 0 8 . 2 ％ 2 7 , 9 1 0 9 6 . 2 ％

う ち 加 算 税 額 百 万 円 ７ 4 , 8 1 2 1 0 5 . 9 ％ 4 , 7 4 8 9 8 . 7 ％

不 正 発 見 割 合 （ ３ ／ １ ） ％ ８ 2 0 . 1 ＋ 0 . 8 P 2 2 . 7 ＋ 2 . 6 P

調 査 １ 件 当 た り の 申 告
漏 れ 所 得 金 額 （ ４ ／ １ ） 千 円 9 9 , 3 7 6 1 1 6 . 1 ％ 1 0 , 8 0 8 1 1 5 . 3 ％

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 （ ５ ／ ３ ） 千 円 10 1 8 , 1 4 5 1 0 2 . 9 ％ 2 1 , 1 3 9 1 1 6 . 5 ％

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ ６ ／ １ ） 千 円 11 2 , 3 9 6 1 1 3 . 2 ％ 2 , 7 4 1 1 1 4 . 4 ％

（注） 調査による追徴税額には地方法人税が含まれています。 ８



別表２：法人消費税の実地調査の状況

Ⅲ 参考計表（１ 法人税・法人消費税等の調査事績）

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 １ 1 1 , 6 8 9 9 5 . 0 ％ 9 , 7 5 4 8 3 . 4 ％

非 違 が あ っ た 件 数 件 ２ 6 , 7 5 9 9 7 . 6 ％ 5 , 8 1 7 8 6 . 1 ％

うち不正計算があった件数 件 ３ 1 , 9 7 1 1 0 0 . 6 ％ 1 , 9 2 5 9 7 . 7 ％

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 ４ 1 5 , 7 4 1 9 3 . 2 ％ 1 5 , 6 2 4 9 9 . 3 ％

うち不正計算に係る追徴税額 百万円 ５ 5 , 3 0 0 1 1 3 . 0 ％ 5 , 0 8 2 9 5 . 9 ％

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ ４ ／ １ ） 千 円 ６ 1 , 3 4 7 9 8 . 2 ％ 1 , 6 0 2 1 1 8 . 9 ％

不 正 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ ５ ／ ３ ） 千 円 ７ 2 , 6 8 9 1 1 2 . 4 ％ 2 , 6 4 0 9 8 . 2 ％

（注） 調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。

９



別表３：消費税還付申告法人に対する消費税の実地調査の状況

Ⅲ 参考計表（１ 法人税・法人消費税等の調査事績）

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 １ 1 , 3 0 9 9 8 . 1 ％ 1 , 0 6 2 8 1 . 1 ％

非 違 が あ っ た 件 数 件 ２ 7 7 3 9 5 . 7 ％ 6 0 9 7 8 . 8 ％

うち不正計算があった件数 件 ３ 1 6 8 9 7 . 1 ％ 1 4 4 8 5 . 7 ％

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 ４ 5 , 3 7 1 7 5 . 3 ％ 3 , 9 4 0 7 3 . 4 ％

うち不正計算に係る追徴税額 百万円 ５ 1 , 2 9 6 1 1 7 . 6 ％ 7 1 5 5 5 . 2 ％

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ ４ ／ １ ） 千 円 ６ 4 , 1 0 3 7 6 . 8 ％ 3 , 7 1 0 9 0 . 4 ％

不 正 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ ５ ／ ３ ） 千 円 ７ 7 , 7 1 2 1 2 1 . 1 ％ 4 , 9 6 7 6 4 . 4 ％

（注） 調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。

10



Ⅲ 参考計表（１ 法人税・法人消費税等の調査事績）

別表４：海外取引法人等に係る実地調査の状況

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 １ 3 , 1 5 7 1 1 3 . 6 % 2 , 6 4 7 8 3 . 8 %

海 外 取 引 等 に 係 る
非 違 が あ っ た 件 数 件 ２ 4 7 0 1 1 3 . 0 % 4 2 7 9 0 . 9 %

うち不正計算があった件数 件 ３ 4 2 1 2 3 . 5 % 3 5 8 3 . 3 %

海 外 取 引 等 に 係 る
申 告 漏 れ 所 得 金 額 百 万 円 ４ 1 9 , 8 1 1 1 1 6 . 4 % 1 8 , 5 0 2 9 3 . 4 %

う ち 不 正 所 得 金 額 百 万 円 ５ 2 , 9 0 9 1 9 1 . 9 % 1 , 4 0 8 4 8 . 4 %

11



別表５：無申告法人に対する実地調査の状況

Ⅲ 参考計表（１ 法人税・法人消費税等の調査事績）

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

法

人

税

実 地 調 査 件 数 件 １ 224 112.6％ 306 136.6％

うち不正計算があった件数 件 ２ 22 137.5％ 24 109.1％

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 ３ 782 128.0％ 822 105.1％

うち不正計算に係る追徴税額 百万円 ４ 167 71.7％ 317 189.8％

消

費

税

実 地 調 査 件 数 件 ５ 173 111.6％ 241 139.3％

うち不正計算があった件数 件 ６ 13 86.7％ 16 123.1％

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 ７ 1,095 100.6％ 1,221 111.5％

うち不正計算に係る追徴税額 百万円 ８ 66 80.5％ 172 260.6％

調 査 に よ る 追 徴 税 額 合 計 百万円 9 1,877 110.4％ 2,043 108.8％

うち不正計算に係る追徴税額 百万円 10 233 74.0％ 489 209.9％

（注）１ 法人税の調査による追徴税額には加算税及び地方法人税が含まれています。
２ 消費税の調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。

12



別表１：実地調査の状況

Ⅲ 参考計表（２ 源泉所得税等の調査事績）

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

源泉徴収義務者数（給与所得） 件 １ 5 3 9 , 6 6 0 1 0 0 . 1 % 5 3 9 , 0 4 6 9 9 . 9 %

実 地 調 査 件 数 件 2 1 3 , 7 2 7 9 4 . 9 % 1 1 , 7 2 4 8 5 . 4 %

非 違 が あ っ た 件 数 件 3 3 , 8 8 4 9 3 . 9 % 3 , 6 5 1 9 4 . 0 %

う ち 重 加 算 税 適 用 件 数 件 4 5 1 6 1 0 6 . 6 % 6 0 9 1 1 8 . 0 %

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 5 4 , 3 3 1 1 2 4 . 7 % 5 , 2 2 1 1 2 0 . 5 %

うち重加算税適用追徴税額 百万円 6 1 , 5 2 2 1 9 5 . 4 % 1 , 6 4 1 1 0 7 . 8 %

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 （ ５ ／ ２ ） 万 円 7 3 2 1 3 3 . 3 % 4 5 1 4 0 . 6 %

（注）１ 令和６年７月から令和７年６月までの間に処理を終了した調査に係るものを集計しています。
※ 源泉徴収義務者数（給与所得）は事務年度末（翌年６月30日）現在で集計しています。

２ 調査による追徴税額には、加算税及び復興特別所得税を含みます。

13



（別表１ 参考）調査による追徴税額の状況

Ⅲ 参考計表（２ 源泉所得税等の調査事績）

別表２：海外取引等に係る実地調査の状況（非居住者等所得）

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

件数等 対前年比 件数等 対前年比

非 違 が あ っ た 件 数 件 １ 1 8 1 1 0 8 . 4 ％ 1 8 0 9 9 . 4 ％

調 査 に よ る 追 徴 本 税 額 百万円 ２ 4 1 7 1 2 6 . 0 ％ 6 3 4 1 5 2 . 0 ％

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６

税額 対前年比 税額 対前年比

本

税

額

給 与 所 得 百万円 １ 2 , 9 5 0 1 1 9 . 0 % 3 , 6 2 3 1 2 2 . 8 %

退 職 所 得 百万円 2 8 4 1 3 3 . 3 % 2 5 2 9 . 8 %

利 子 所 得 等 百万円 3 0 皆 減 6 皆 増

配 当 所 得 百万円 4 5 8 1 , 4 5 0 . 0 % 1 0 1 7 . 2 %

報 酬 料 金 等 所 得 百万円 5 2 8 1 1 1 8 . 1 % 3 2 8 1 1 6 . 7 %

非 居 住 者 等 所 得 百万円 6 4 1 7 1 2 6 . 0 % 6 3 4 1 5 2 . 0 %

計 百万円 7 3 , 7 9 0 1 2 1 . 7 % 4 , 6 2 6 1 2 2 . 1 %

加 算 税 額 百万円 ８ 5 4 1 1 5 1 . 1 % 5 9 5 1 1 0 . 0 %

合 計 百万円 ９ 4 , 3 3 1 1 2 4 . 7 % 5 , 2 2 1 1 2 0 . 5 %
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